経過措置
□屋広条例第７条
	【第１項】

○「既３(1)許可」→禁止区域
・存することとなった日から　1.5年（３年）
・引き続き許可区域に存するものとみなす⇒実質３年は適法状態


	【第３項】

（第２項の届出があった場合）

○「非既３(1)許可」→許可区域

・存することとなった日から、　1.0年（３年）
・３(1)許可受けとみなす⇒実質３年は許可不要

	○「非既３(1)許可」→禁止区域

・存することとなった日から　1.5年（３年）
・４(1)は適用しない⇒実質３年は適法状態


	【第５項】
○「　　」→５(1)表示方法に抵触

・抵触することとかった日から1.5年（３年）

・なお従前の例による⇒実質３年は適法状態

	【第６項】

○３(1)許可→許可期間経過時に、13条許可基準（許可基準、表示制限）に抵触し、

　引き続き15(2)再許可を受けようとするとき

・基準が定められた日から　1.5年（３年）

・許可の基準については、なお従前の例による⇒実質３年＋２年＝５年は適法状態


【ビジュアル化】
                              H28      ⇒　新基準 　⇒          H31
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	旧規則・旧基準
	　　　経過措置(堅ろう3年)
	




【第１項】　　　････････許可（２年）　　   継続許可（2年） 残許可 ×禁止区域
【第３項】（新許可区域）　　　　　　　（届出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新基準許可　　　
　
（新禁止区域）　　　　　　　（届出）許可（２年）　継続許可（１年　）×禁止区域

【第５項】　　　　　　　　　　　　　　 　許可（２年） 　　　継続許可（１年） 新基準許可　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▼旧基準により許可できる期間で許可（2年以内）した場合（最長５年弱）
【第６項】　　　許可（2年）　　　　継続許可（2年）　　　継続許可（2年）　　　継続許可（2年）
+
（経過措置）

第七条　第三条第一項の許可を受けている広告物又は掲出物件が、新たに禁止区域に存することとなった場合には、当該存することとなった日から一年六月の間（規則で定める堅ろうな広告物又は掲出物件（以下「堅ろうな広告物等」という。）にあっては、規則で定める期間）は、引き続き許可区域に存するものとみなす。

２　広告物又は掲出物件（第三条第一項の許可を受けているものを除く。）が、新たに許可区域又は禁止区域に存することとなった場合には、当該存することとなった日から三月以内に、知事にその旨を届け出なければならない。

３　前項の届出があった場合において、許可区域に存することとなったものについては当該存することとなった日から一年の間（堅ろうな広告物等にあっては、規則で定める期間）第三条第一項の許可を受けているものとみなし、禁止区域に存することとなったものについては当該存することとなった日から一年六月の間（堅ろうな広告物等にあっては、規則で定める期間）第四条第一項の規定は適用しない。

４　第一項の規定により許可区域に存するものとみなされ、又は前項の規定により第四条第一項の規定を適用しないものとされた広告物又は掲出物件については、当該存するものとみなされ、又は適用しないものとされた期間改造し、又は移転してはならない。ただし、前二条の規定に抵触するため、改造し、又は移転する場合は、この限りでない。

５　広告物又は掲出物件が、第五条第一項の規定により表示の方法が定められたことにより、同項の規定に抵触することとなった場合には、当該抵触することとなった日から一年六月の間（堅ろうな広告物等にあっては、規則で定める期間）なお従前の例による。

６　第三条第一項の許可を受けた広告物又は掲出物件が、第十三条の規定により許可の基準が定められたことにより、当該許可の期間が経過した時に当該基準に抵触することとなった場合において、当該基準が定められた日から一年六月の間（堅ろうな広告物等にあっては、規則で定める期間）に引き続き第十五条第二項の許可を受けようとするときは、同項の許可の基準については、なお従前の例による。

別紙９








